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1東 レの 事 例
(1}1960年代 の 変 化
図1と 表5は 東 レ の 従 業 員 数 と 要 員 数 の 推 移 で あ る287昭 和20年 代,30年 代
28}東 レ株 式会社(1977)『東 レ50年史1盟6-1976』270ページ。 ?
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を通 じて一貫 して増加 して きた従業 員数 は,昭 和40年(1965年).をピ}ク とし
て減少 に転.じる。 この図表 には記 していないが,第 一次 オイルシ ョック後,さ
らに従 業員 の減少 は進む。企業本体 の スリム化 の進展であ る。 ピー ク特約3万
人を数 えた従業 員は,1993年時点では,約1万 人 となってい る。実 に,3分 の.
1に減少 してい るわ けであ る。それは,装 置産業化,分 社化,さ らに嫉生産拠
点の海外展 開の結果であ る。 また,.男性比率 螺,現 在で は.8割を超 えているが,
こうした状況 は昭和30年代 か ら40年代 にか けて急速 に進んだ ことが表5か ら読
み取れ る。
出向,応 援等 の制度が労使 間で定 め られた のは高度成長期であ る。それま.で
は,会 社 の内規 として定め られていた。 内容 的にはそれほ どの変化はなかった
縁懸篶灘藩論縫1織l/
実 に1,500人に も及んで い る。 こう した こ とか ら,組 合 と.して もそ の都 度中央
委員 会で態度決定 したの を改 め 「対策委員会」 を設置 し専門に この問題 を扱 う
ことに してい る。企業 内労使協議 は大量転勤 な どを中心 にお こなわれた。事前
協議が こう した問題 を越 えて,.よ.り広い領域 を扱 うようになるのは,1965年以
降のこ とで あった。それはまた要員管理 の厳格化が進んだ時期であ った。
大量転勤 につ いて,労 働協 約は次の ようにな っていた90)(1959年時点〉。「22
条 組合員 の配置;転 勤,職 務替,応 援,出 張 は会社が命ずる。但 し,次 の各.
号 の場合 はそれぞれ次 に定 め る措置 を とる もの とす る。① 組合員の転勤 につ い
ては会社 は組合・に通知 す る。②組 合員 を大量 に転勤 転 籍(課 間異動 の こ と
… …引用者)さ せ る場 合 には組合 と協議 して行 う。③組合役.員は転 勤,転 籍 さ
せ る場 合に は組合の 同意 をえて行 う。」 ここで 「大量」 とい う用語 の使われ方
は,か な り曖昧であ る。「例 えば,200人ぐらいの事 業場 なら4,5人 で も大量
29}『 東 レ労 働 組 合 史 .第3巻 』608ペー ジ。




になる し,ま た何千 人の事業場であ って も一つの職場 からまとまってユ0人も20
人 も動か され た ら大量 と判断 され る」 と して,]956年の2、000.人の事 業場 か ら
30人の転勤 の例 を引 き,こ れ は大量 と見な して本部団交をおこなった とい う。
これ は,現 在 の東 レ労使 に よる 「大量」 の定義つ ま り 「同一時点 に複 数の異
動」は大量で ある とい う定義 よ りもかな りゆるい。
また,同 じ紙面 には会社か らの大量転勤申 し入 れが載 ってい る。
「転勤 の 口的は三 島工場内の開発部テ トロンフイルム設備 の新設 に伴い,現 在
名古屋工場で試作 中に研究部テ トロンフイルム室 の仲 間をそっ くゆ移そ うとす
るもので ある。男 子ばか り94名を9月 に18名,10月に62名,ユ2月に1名,1月
.に13名を夫 々分 けて転勤 させよ うとする内容 で,転 勤者 の待遇 は従来 どお りの
扱 い とい うことであ る。……'.'
また,4月 に発足 した岡崎工場では,人 員 充足計画 を検討 してい る模様で あ
るが,そ の中間的 な計画が連絡の形 で本部 に知 らされ たのが別表(表6)で,
岡崎 工場が12.5トン生産のために希望 している数字で あって,必 ず しも決定 し
た数字で はない。具体的 に決定すれば改 めて申 し入れが あることにな ってい る
が,そ の時 に組合 としての検討 を加えたい とお もっている。」
「昭和30年代 に入 って,繊 維の消費動 向は レー ヨンか ら合成繊維へ と急速に
かわ りつ つあ った。」31〕こうした状況 のなかで,.東レは1962年初 めか らの滋 賀工
場第..・工場の レー ヨン糸収束 と,普 通ナイロ ン糸 の増設,岡 崎工場 のナイロ ン
設備 の移動計画 を決定 し,1961年8月.12日,組合 に提案 して きた。
組合 は中央委員会で この提 案を承 認す ると ともに,滋 賀工場 労使で小委員会
を設 け,具 体 的 な検討 を は じめた。1961年12月27日に,会 社 は 「第一工 場 の
レー ヨン生産 をやめて,ナ イロ ン糸 の増設 を行 なうため男子は撤去作業 に,女
子 は撤去作業お よび整備,清 掃 作業に従事 し,さ らに.本人の希望 で作業 に支障
のない よう限 り許可休 日を与える」 と提案 してきた。組合は,.E部団体 たる全







表6岡 崎 工 場 転 属 計 画 表(12.5トン〉
主任 班伍長 一 般 合計
男 6 12 43 61
滋 賀 女 10 7 17
計 6 22 50 78
男 2 10 21 33
愛 媛 女




男 5 16 66 87
名古屋 女 暫
計 5 16 66 87
男 5 23 50 78
愛 知 女 8 80 朋




男 18 63 183 264
合 計 女 18 87 106
計 18 81 270 369
出典:「 東 レ組合新聞1第176号(1959年8月11日)
をうけることを決定した。滋賀事業場では第一工場の具体的な収束計画がすす





































組合史 も記すよ うに,労 働組合が許可休 日について窓[に な った ことは,特
筆すべ きことであ った。 この第一工場収 束の結果,所 属部局 の変更(「転 籍」
とい う言葉を使 っている)や 転勤で約800人の組合員が異動 している。
第一工場 の収束 にと もなって,滋 賀工場では大量の余剰 人員が存在す る一方,
三島工場や名古屋 工場で は設備増設 などの結 果,多 くの要員が必要であ った。
そ こで,会 社 は1962年末 まで10数回 にわた って主 に繊維生産部 門への転勤 を組
合 に申 し入 れる こととなる。その数は実に1500人に もお よんだ32}。その後,第
二工 場,第 三工場 も1962年か ら63年にか けて相 次 いで収 束 し,滋 賀 工場か ら
レー ヨン生産 は消 えて しまった鋤。
32)「東 レ労働組合史 第2巻1182ペー ジ。
33}同上,189-193ページ。す でにみたよ うに,東 レは第二次大戦直後 から協 調的な労使 関係 を維
持 して きたが,現 在 の労使関係 と同一であ るとい うことはできないであろう。 のちにみ る出向問
題のみな らず,解 雇や 月給者選考問題 など労使関係 上基本的な問題 につ いて必ず しも合意に達 し
ていなか ったか らであ る。た とえば,会 社は 「予告 解雇」 を1963年の協約改定時 に提案 してい る。
これに対 して.組 合 は①精神 または身体に障害があ るとい うの}ま休職 との関係で曖昧 となる、②
勤 務成績 に関係す る条文 はいれない,③ 技能,能 率 不良の問題は適正配置がお こなわれてお り協
約 化は不用 である,④ 業務上の都.合による ものは組 合 との協議で なければ ならない。 として,会
社案 を拒 否 している。会社は① 精神 または身体 障害,老 衰,虚 弱,疾 病 と,② 技能,能 率不良の
ふ たつは原案 を主張 し,そ の他 の理由は撤 回した.結 局,次 の内容で チ曾解雇 は 妥結 を見た。
「組合 員が不具廃疾な どのため美称にたえないと認めたときは解雇す る。 この場 合は,組 合の意
見 を聞 く。」
1964年の改定交渉で も会社は① 「技 能,能 率不良.」を理由 にす ることを要求 している.ま た,
②待 命制度 の実施③ 「事 業場社 員の異動 は会社が指名す る。 この場合正当な理由がなければ拒 め
ない。」④ 「出向 中の組合員 はス ト不参加者 とす る」 ことを求めた。それぞれについて の組合 の
回答 はつ ぎの ような ものであ ワた。①予告解雇改定 の必要な し②復 職の不安あ り反対③ もし事業
場社員の異動を指名す るならば,本 社社 員と同待遇 の扱いを考え るべ きである。 とくに住宅 につ
L.・て配慮すべ し④ 反対。 会社 は①② を撤 回 し,③については 「事業場社員の異動 は技能,職 識,
経験,生 活条件を考慮 して決める」 と して妥結。また.事 業場に運営委員会を設 け,住 宅補助金
.制度 を設 けた。 このように会社 は,「終身雇用」 に疑念 を抱 いてお り,通 常解 雇の可能性 を模索
していた ことがわかる。 とはいえ,高 度経済成長期で もあ り,相互 信頼的労使関係 をいためて ま





















3の196三.牟に締結 された 「出向暫 の取 り扱い に関す る確認書」は 『東 レ労働組合史 第3巻 」637-
646ペー ジ。なお,組 合史には記述の矛盾があ り,は じめて調 印 したのは1960年か1964年か不明
であ る。基本協 定が1960年に調 印され,よ り詳細な協定の締結が1964年なので あろう。 出向応援
手 当の新設,出 向先の選択基準,賃 金保障,成 績保障な どは第.次 合繊 不況期 に整備 された と記.
されてい る。
なお,出 向協 定に関するその後の変化 と して重要 なの は,分社 化の結 果 として1197⑪年,ほ と
んどすべてが出向者か らなる会社へ の出向 の扱いがその他の会社 と区分された ことで あろう。 こ
れ らの会社の圧倒的な部分が 出向者で構成 されてい るとい う実態を踏まえ,労 働 協約 につ いては
東 レの労働協約 を全面的に遵 守 し,東 レと何等変わ らない労働条件を保 障する一 方.出 向期 間に
つ いては期限 を定めない とす るものである。これ は,組 合 にとってみれば同 一労働 条件 が制度.ヒ
確保 され たことを意味 し,容 認 しうる ものであった。






の委員会で,操 短によって余剰 となった要員の活用が最重点問題 として とりあ.
げ られた。対処 策 として関係 会社への応援,出 向,一 時休暇が実施 された。
従来,技 術指導な どの目的で 出向はおこなわれていたが,雇 用調整手段 とし
ての出向は 自ず と意味が 異なる。組合 の基本方針は① 組合員の大量応援,出 向
は必ず労使 事前協議 の対象 とす る。② 出向者の人選 に当た っては本人 の納得 と 、
理解を前提 とし強制 しない。③賃金そ の他の労働 条件お よび復社後 の処遇 など
については一切 不利 な扱 いは しない,と い.うことだ った。そ して この方針 のも
とに大量異動に組合は積極 的に.協力 してい く。当時問題 とな った のは 「大量」
の定義であ った。す でにみたように,何 をもって 「大量 」 と位置づ.けるか不分
明だ ったのであ る聞}。この決着はつ かない まま,実 際の大量異動 は事前 労使協
議めなかで処理 されてい く.こ のプロセスのなかで,事 前労使協議 システム自
体が拡充 ・整備 され てい くので ある。 そ して,組 合 史が語 る.ように,「大量」
の定義問題 の解 決は労使 の相互信頼 にもとつ く真の事前協議 が労使 間に定着す
るのを待たな くてはならなか った。
この 不況 期 に,社 内転 勤,「転籍」(配 置替 え の こと)977名,社 外 へ の出
向 ・応援 は国内2482名,海外18名にのぼ った。主な出向 ・応援先 は,関 係会社,
関連会社,プ ロダ クシ ョンチー.ムな どで,そ のほ とん どは繊 維関係の業務 で
あ った。つ ま り,こ の時期 は出向の量的拡大期 であ った。 したが って,職 種的
には同種 の ものに限られ てい た。職種 をまた ぐ出向は,個 人 としてはキャ リア
か らみて不都合が多 く,ま た企業 として も生産性 も低下す るか ら,当 時 はまだ
ほ とん どお こなわれ てい なか ったのであ る。 とはいえ,そ れ まで ご く一部の従
業員にか ぎられていた出向や社外応援 とい う異動が,一 般組合員 にまで本格的
に広が った こと自体 大変化 であ り,労 働 組合や組 合 員個.人に とって,.雇用 や
36)「東 レ労働組合 史 第3巻 』606ペー ジによれば,「組合 は,従 来の個別人事異動(本 社扱 い社
員の社報 による異動)以 外 はすべて労使協議 の対象で あるとい う考え方か ら2名 以上を同一 目的
で興動 させ る場合 は労働組 合の事前の合意 が必 要で ある と主張 し.これ に対 し会社は,そ れでは





キャリアへの不安や とま どいは決 して小 さい もので はなか った といえるだ ろ う。
当時 の状 況について,組 合史 は記す。 「現在で こそ(昭 和52年10月現在……引
用者),社 外応援 も出向 も日常 的 とな ってい るが,一 部 の管理者 や技 術者な ど
特定の限 られた人の問題 として取 り扱われていた制度が,一 般組合員 に も適用
され ることになる と,そ の対応 は当時 と して非常むずか しい ものであ った。」37>、
また,こ の不 況期 には 「・...・時休暇」が6カ 月間 にわた って全社で実施 されてい
る。労使交渉の結 果,賃 金 は70%保障で期 末給 与は100%支給が条件であ った。
対応 は各事業所 で異な ってお.り,1ヵ月あた り2日 を基準 とす る ところ もあれ
ば,長 期 休暇をみ とめる事業所 もあ った。た とえば,1ヶ 月に2日 休 んだ とし
て,労 働 日が 仮に25日とす る と,月 例賃 金 は,(23/25)+(2/25)XO.7=0.976
となる。 これは,2.4%の収入減 を意味す る。 ワークシェア リングその もので
あ った。 これをめ ぐる全繊 同盟本部 と東 レ労組 との対立 は,合 繊 の規制力 の弱
体化 を示す ものであ った。 この ときは,1957年当時 と異 な り,企 業内で一方的
対応 を決め,全 繊 同盟 への連絡 はほ とんどな されていない。
ユ964年め第19回定期大会で,組 合 は.スロー ガンとして 「事前協議 の徹底」 を
あげ,翌 年.の第20回定期大 会で はつ ぎの ような報告 がお こなわれ てい る。
「……今 日までの事前協議 は転勤,出 向問題 な ど企 業の体 質改善 について,
そのほ とん どが会社 に対す る協力的 なものばか りで した。 これだ けで は事
前協 議は正常 には育ってい きませ ん。 これ を育て るためには,緯 合員 に も
利益 とな る問題 を長期計画 のなか に盛 り込んだ繁栄 策を掲 げるべ きであ り,.
これ こそ事前協議 の主体 とすべ きものです。」謝
具体的 な施策 として,ま ず 中央 における労使協議 制度 の整備 ・充実があ る。
1965年ユ月の中央 生産委員 会で,下 部機構 と して分 科会 を設 け,当 面す る問題
を労使で検討す ることにな った。 このとき取 り上げ られたテーマは,要 見 技































委員会は社長の出席をもとめて会社の トップポ リシーを中心 とする場と,担 当
部門常務の出席する.協議の場に分けて運営されることになり,1965年2月に中
央生産委員会は 「労使経営協議会」と改称されることとなった鋤。
『組.含史』の表現を借 りれば,従 来,「要員問題はあまり重視されず,雇 用,
















39)社史は,「この時期か ら当社 の労使関 係は,事 前協 議の精神を基本 と し,密度 の高い話合 いの
場 を築 いてゆ く第3期 の時代 に入 った」 と記 している。 『.東レ50年史1925-1976』280ページ。
40)『東 レ労働組合史 第2巻 』 甜6ページ。







であ。た..れ を境に蝶 の顯 改善が勅 られるよう。な。てくる.、 の不.鐸
況 は短期 の うちに終了 した が,そ の後 の労 働時 間短縮や交代 制勤 務 問題 にあ.、..
た って,要 員 とい うテーマは重要 なポイ ン トとな る。さ らにあいつ ぐ設備増強
や新 工場建 設の ときに も,常 に重視され ることとなる。
この時期,要 員管理が重視 され る理由はい くつかあるだろ う,ま ず,国 際競
争 力の維持 ・強化の観点か ら して,少 数精鋭化 を企 業が.従業員 に もとめ ように
なって きた ことが ある。従業員のほ うも,「社 員」 と しての処遇を前提 として,.
それに応 じてい った。 また経験をつんだ熟練労働 者の不足 も一 因であ った よう
にお もわれ る。当時 は若年労働力不足 も問題 であったけれ ども,熟 練労働力不
足 のほ うが もっ と深刻であ った。設備増強や新工場建設 には,中 核 となって仕
事 をす る人材 を社内か ら調達す る必要があ った♂ しか し,既 存工場でそ うした
人材が必ず しも余 ってい るわ けでは.ない。 スクラ ップ ・アン ド・ビル ドとはい
え,そ うした人 員を捻出す るには,既 存工場 の要員 を見直 し,熟 練者 を引 き抜
き,新 卒者で補 うとい うしくみを使 うほかはなかったで あろう。
さて,1965年会社 はまず,ア ーサーヤ ング社か らマネージメ ン トサ ービスを
うけ るために コンサ ル タン トを招いて,改 善すべ き点の指摘 をうけた。その勧
告 に もとづ いて 「システ ム部」を設置 した。最 初の仕事 は本店大阪事務所の業
務 内容 につ いて作業測定 を行ない,業 務の改 善をす すめ ることであ った。 さら
に,関 係部署 などの依頼 によって測定,改 善をおこなうとともに,.全社的 な業
務基準 の策定 ・変更が必要であるので,そ の活動 は継続的 になされ るもの とさ
れ だ%組 合の ス タンスはつ ぎの よ う.なもので あ った。「この よ うな科学 的な
手法 による作業改善は必要 と考えているが,い ずれ に してもこれ らの改善 は会
社 のみ の判断で実施 に移され るべ きではない。組合やそ こに働 く人たちの意見
を じゅうぶ んに聞いた うえで,試 行を繰 り返 しなが ら,無 理のない方法で,生
産性φ上が る方向に展開されるべ きで ある。」43}




その背景 には,賃 金上昇,労 働時間短縮,定 年延長,そ して技 術革新の急速
な進展が あ.つた。作業 の見直 しによって,一 人あた りの生産性 を向上 させ,賃
金上 昇に対応 してい こうと したのであ る。それは高能率高賃金 をかかげ る組合
に とって も,望 ま しい ものであ った。要員管理 問題が 当時大 きなテーマ とな っ
た背 景について,組 合 の生産対策部長は語る1%「現在の状況 を一言でい えば,
余裕.人員 の吸収か ら少数精鋭化への転換期で ある。…… まず,要 員の質を見つ
めた場合,こ こ2,3年 は事業の拡大,縮 小 による人員の ア ンバ ラ ンスを配置
転換 によって解消 しなが ら一方では今後 予測 され る全 国的 な労働 力不 足 を補 う
ため自動化 などの設備投資,.組織 システム,作 業改善,外 注移管な どを行 な っ
て,年 間千 名程度 の人員 を減少 させてい くもの とお もわれ る。従 って現在 のよ
うに年 間3千 名 にも及ぶ 自然減耗を,補 充 しないで生産 を続 けてい くことは考.
えられないが,今 まで減少 した人員は生産拡大 を見込 んだ余裕人員を含 んで い
たためで実質的 にはこれか らの千名のほ うが きび しい人員削減 といえ るだろ う。
また,要 員 の質の 面か らとらえてみれば技術 革新 によっ.て労働 集約的産業 か ら,
資本集約 的産業へ の転換 スピー ドが増 し,少 数精鋭化が はか られ る。」
さて,要 員管理 に関す る労使協 議は,要 員分 科会の 下蔀 機構 として労使で
「要員管理研 究班」が1966年6月に発足 し,「生産変動 に対応 しうる弾力的 な
要員管理 システムの確 立」 について研究 していた45,6それ はいわば,想 定 され
る最低作業量 を基準 とす るものである。具体 的には,岡 崎工場 の紡糸(男 子)
と引伸(女 子).をモデ ルとして,研 究班が実際 に交代勤務 などをお こない,業
務 を分析 した。翌年1月10日 の 「要員管理研究班会議」で,『新 しい葵貝管理」
の中間答 申が まとめ られた。その具体 的な内容 はつ ぎの ような もので あ った妬:h。
まず,「作業 の時 間外処 理」が提案 され た。 これ は,時 刻 に制約の ない よ う
な特定作業 を取 り出 し,こ れを登録 して労使で確認 し,時 間外に処理す る もの





は,特 定 の時間外作業処理 を多 くし,逆 の場合は時間内に処理するか ら,'所定
就業時間内の作業量 は安定 し,従 来か らやや不明確であ った生産量 に対す る要
員 の設 定が 明確 にな り,し か も必要以 上の人 員を抱 えた り,配 置転換 などに
よってす ぐ補 充 しなければ な らない とい った事態 を避ける ことがで きる」 とさ
れた。 また標準 作業量(定 員}の 設定 は,「労働 の強 さ,労 働 の密 度,作 業環
境」の三つを測定 す るが,そ れだ けで決め るのではな く,そ れ と 「職場 におけ
る話 し合い」 を併 用 して,「立案→計 画→ 試行確認 の手順 を経 て実施 され る も
の を個人あ るいは グループの標準作業量 と して認めている。」 したが って1「作
業量お よび人の数 は固定的 な もので なく,職 制の管理能力 と作 業にたず さわ る
人の意欲 に よって変わ る ものだ」 とされた。
こう した要員管理 の ときに問題 となるのが休 日の扱 いである。これ につい て.
は,「働 くときは働 き休む ときは休 む とい う考 え方で,そ の年 に発 生す る年休
お よび特定,協 定休 日を100%とれ るよ うにす るた めに どうず れば よいか検討
してい る」 とし,そ の方法 として 「休 日,休 暇要員の設定 」 と相 互互譲 の精神
で職場 ごとの 自主運営 によって計画取得が志向された。
こう した厳格化 され た要員管理の導入 について,組 合が メ リッ トと理解 して
い たのは次 の点で ある4%「▽ 全般 につ いて。 この システ ムを実施す る際に は
すべて労使で確認 して実施す ることにな るので,職 場 における事前協議 を徹底
す る必要があ り,産 業民主主義が職制に も浸透する。▽生 産変動 および要員変
動 に対処 す るシステム。時 間外作業 を行な うのでデメ リ ットもあるが,要 員の
不足,余 剰 を緩和 して無理,ム ダを少な くす るとともに所定時 間内の労働量 は
一定 に保 つ ことがで き,標 準作業量,標 準要員数が労使で確認で きる。従 って
な しくず し的な合理化 を阻止で きる。▽新 しい交代 方式。現在 の3組3交 代で
は,夜 勤 あ けに長歎(12時間)が あ り,健 康管理上好 ま しくないが,7組3交
代方式 を採用 す ることによって,こ れが解消で き,各 組 ご とにいっせい公休が

















システムで ある。 この方法は各職場 ごとの 自主 的な運営 を中心 と してい るので,
相互互譲 の精神 と責任 をもった行 動が要請 され る。」
残業 を前提 と した シス テムであ るとい う固有 の問題 を認識 しつつ も,高 能率
化 の要請 を受 け入れ るなかで,組 合は事前協議 の深化 と高賃金要求 を可能 とす
る もの と して,新 しく厳 しい要員管理 システムを積極的 に受 け入れてい ったの
で ある。業務分析の結果,作 業の再構成,交 代制度 の変更,減 耗要員補 充の方
法,リ リー フシステ ムの確立,外 注移管作業 の範囲,パ ー トタイマーの活用 な
ど全面的な作業 シ客テムの見 直 しが労使共 同でお こなわれた。組合 の関与が単
に会社の見直 しに対す る意見 の表 明に とどまらず,ま さ しく見直 し作業 その も
の にまで及んでいる ことは注 目すべ きことであ る。
当時 の状 況を組合新聞 はつ ぎのよ うに記 している鳩㌧ 「昭和40年不 況を境 に
企 業の体 質改善 が図 られ,ま た最近の新規事業の拡大 が進 め られ る中で企業の
要員管理が急速 に進 められ,労 働組合 にとって も人 と仕事 の質 ・量 の問題 は大.
きな関心事 となっている。」要員管理 の厳格化が は じまったユ967年以後,と く
に1968年に入る と好景気 のなかで従 業員 と くに若 年女子 の定着化問題が発生す
る。好況 の中で,転 職す る女子 が拡大 し,そ の結果,休 日を十分 に取れ ない状
況 にな ったので ある4'}。東 レの利益 は1965年上期 の14億円をボ トム として急増
.し,1966年上期 には31億円,1967年上期 には61億円,68年上期で72億円,69年
上期86億円,70年上期87億円にまで及んだ。売 り上 げ も,65年上 期の889億円
か ら70年上期 の1583億円 とな った。だが,労 使 とも要員管理厳格化の方向に変
化 はなか った。人員は この5年 間に大幅 に減少 してい る。1965年の29661人は,
]970年には,21657人になったのであ る。 実 に8千 人の減少であ る。確か に,
東 レ ・エ ンジニ アリングへ の出向(後 出)が この間にお こなわれているが,出







検運動」をおこなった。主な項目は,早 出残業 ・サービス労働 ・年休 ・職場の




が,研 究地区の要員異動である51}。これは,「研究体制の強化,豊 富な能力 ・
知識と人材の有効活用,研 究機能の一元化,職 務 ・年齢 ・資格構成の再配置,
,一という礁究 ・将来の長期展望にたっておこなう」ことを目的に,1970年末に会










いる吻。「要.員の質 と量を考えた決定(要 員設定)に ついて,… …労使間の考
え方が異なる点については,要員分科会要員小委員会の場で協議 し,私たちが
納得 して働 ける要員設定方式を労使協議決定できるよう努力 していきます。要
員設定についての協議の場は,直接要員 と仕事の実態を把握 している職場単位














して要員に関す る諸確認 について,本 部 ・支部さ らに職場段 階の役割 りを明確
.に していきます。」
(4)分社化 と出向……東 レ ・エ ンジニ ァリシヶへ の大量 出向
この時期 は,要 員合理化 とともに.分 社化 に ともな う出向が本格的 に始 まっ
た時で もある。幹部社員 の技術指導や管理職 の出向ではな く,ま た雇用調整 と
しての出向で もない,ま さしく 「企業本体 の スリム化 と分社化」 を目的 とす る
大量 出向の登場であ る。東 レ ・エ ンジニア リン'グ(以下で は,TEKと 略記)
は,前 身を東洋工事株式会社 といい,196⑪年に設立 され た。 当初 は,東 レの工.
務部 門 と表裏一体 とな り各工場の保全工事 を担 当す る.会社 として,ス ター トし
た。62年,資 本金 を1億 円に増資 する とともに,東 レが もつ繊維機 械や化学装
置 プラ ン ト技術 などの ノウハ ウを委譲 してエ ンジニア リング会社 として発展 さ
せ ることとな り,社 名 も東 レ ・エ ンジニア リン.グ株式会社 と変.更した。 しか し,
1965年不況 とともに,東 レの設備投 資が急減 して しまったeTEKな らび に東
レ工務部 の双方で,余 剰.人員が発生 したわ けである。そ こで,東 レの工務部門
の人材 や技 術 を活用 し,事 業化 す る構 想が生 まれ,「新工務体制」 の名 の もと
に,東 レ ・工務部か らTEKへ の大量 出向の提 案が,1966年1月の労使経営協
議会で会社か らなされたのであ る。それは従来,工 務部 に属 していた仕事のか







なお,本 件のついて中央労働協約ただ し書第2号 により,協約の結果同意に達 した













.・出向時期41年4月 ・出向人員(省 略).. .
2.電気,機 械,計 測関係
・出向時期41年10月 ・出向人員 未定(工 事部が移行する形をとる)
ただ し,事情により,時期,人 員とも若干異動を生 じることがある。
皿.出向要領
1,出向者の決定 細部については事業場労使において協議する。
2.出向者の待遇 昭和39年3月24日に締結 した 「出向者の取 り扱いに関する確




「組合員に対 し,これまでの東 レ在勤時と同等の安定感,い いかえれば安心 し
て新会社で働ける保障を組合が行 うことであった。」
工務新体制出向者の取 り扱いについて











































































には不安だけでなく,なぜ出向になるのか とい う不満も存在 していたはずであ
る。出向者の労働条件 とくに賃金は保証され,身 分証明.書やバ ッチか ら作業服
にいたるまで,「東 レの社員 としての印」 は,一応確保されたものの,「社員
性」の一定の希薄化に対 しての抵抗は強かったことが予想 されるのである6こ.







約を全面的に遵守し,東 レと何等変わ らない労働条件を保障する一方,出 向期
間については期限を定めないとするものである。第一次オイルショック期に執
筆された 『東 レ労働組合史 第三巻』の分析によれぽ,当時の客観状況が大 き
かった鋤。企業 としては,「①高度経済成長の絶頂期 にあ り,東 レの経営路線
も潤沢な資金と技術力.によって意欲的に多角化路線を推進 していた。② しかし,
53)暴な る職歴の労働者 を別会社採用 した り,あ るい は積極的に分社,子 会社を設立す るこ とで,
生産単位 としては同...・企 業に属すが,職 層 の異 なる労働者 を別の会社の従業員 とする ことで管理
してい くとい う日本の企業で現在ご く...般的となってい る雇用 システ ムをこう名づけた。 もし,
企業が,職 層の異なる労働者 をそ うした ものと して処遇す ることが当然である とすれば,な にも
社外工や派遣労働者を使用す る必要はない。 たとえ職層 は.異な っていて も,同 じ会社 の従業 員で
あ る以上は 「社 員」 として少 な くとも制度上 同等 に扱 えという,日 本の労働者たちの思想が,そ
してそれを体現 した 日本の企業 別組.合の活動が,企 業 にこうした雇用 システムを採用 させたので
はないだろ うか。なお,本 稿 のテーマに直接 関係す るものとして,こ うした企 業別組 合を 「.企業
主義的組合主義」 と呼び,高 度成長期 における労使協議制 の定着 を論 じた上田論文が ある。ぜ ひ
参照 されたいひ上田修 口994)「労使協議制の定着 と組合機能」 〔問宏編著 『高度経済成長下の生
活世界』,.文眞.堂)所収。
54)1東 レ労働組合史 第3巻 」64B-650ページ。
異動をめぐる労使協議の変遷〔2,.".`39,ヨ9
経営の基本は東 レ本体の企業拡大であ り,関係.会社はあくまで も東 レの収益向
.ヒのための補完的機関であった。③ したが って,関係会社自身の企業基盤や経
営実態に関係なく,東 レからの出向者に対する労働条件の維持,保 障は東レ.本
体の力によって可能であった。④人事,労 務管理面において も東 レで一元的に
.管理する方が全体 として,合 理的であ り効率的である。一方組合側からみた場
合,①東 レ在籍で出向する限 りにおいては東 レ労働組合の組合員であ り本体の
組合員と同一の労働条件を確保 し保障する必要がある。②労働組合の経営参加
に対する気運が,高 度成長期の.ひずみ として社会問題化 しは じめた公害対策な
どを通 じて高まっていた。③そのような中で,ま ったく同質的に経営されてい
る関係会社に対する関心も強 く,職場環境などについて組合が直接関与できる




えに,第 一次 オイルショック後には,そ の見直 しが再び,労使で話 し合われる
ことになるのである。.、.〔 未完〕
